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要 旨

1986年 に調査 された個人移動歴 の調査 デ0タ は、世帯主 の 「子」 に着 目す ることによ り戦後 で

最 も移動 の激 しか った時期にお ける青年層の移動状況 に迫 る もので あ り、現在で もその重要性 は減 じ

ない。 本稿で は、前稿 より分 析視覚を さ らに精緻化 して、 その実態 によりせ まるもので ある。 その結

果、様 々な属性 を組み合わせた移動 者像 ごとの移動状況を把握す ることがで きた。

1.は じ め に

青年期を中心 とする個人の移動歴データの集計を行う本稿 は、前稿(酒 井高正(1995))の 続

編 となるものである。その着眼の意義を、かいっまんで再確認 してみると以下の通 りである。

第二次大戦後、 日本では住民基本台帳に基づ く統計や国勢調査報告 さらには自治体独自の人

口統計の整備により、人口移動研究のための統計データの充実 も進んだ。それに伴って蓄積さ

れてきた諸研究により、人口移動の地域的パターンについては、1960年 代の大都市圏集中、

1970年 代の地方分散傾向、1980年 代か らの大都市への再集中(特 に 「東京一極集中」)とい う推

移が、一般的な共通理解に達 したと考えられる。 この、移動の空間パ ターンの動向を明らかに

するためにとられてきた方法は、人口の地域分布変化から地域 ごとの社会増減を推計 し、人口

移動動向を間接的に考察する方法と、人口移動のフローそのものを分析考察する方法に大別 さ

れる。そ して、移動動向を規定する要因の考察は、前者に対応 しては回帰分析などの集計 レベ

ルでの統計分析が行われてきたが、後者のフローそのものを本質的に解明するには非集計 レベ

ルでの個人の移動状況の研究が必要となる。

前稿では、2度 にわたるベビーブームによる日本の人口年齢構造の特徴と、日本における青

年期特有の移動パターンの存在の、両者の時間的対応が全国的人口移動動向を規定することを

前提 とし、「移動歴調査」の個人データを用いて調査対象世帯主の 「子」 に注 目した独 自の視

点から分析を行 った。その結果、移動者の様々な属性ごとの移動の特色や、移動パターンの時

代的変化を考察することができた。

H.分 析 の方法

前稿では、1986年 の厚生省人口問題研究所(当 時)に よる調査(以 下、「移動歴調査」と呼ぶ)の
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個票データを利用 して独自の集計を行 った。「移動歴調査」 は全国か ら無作為に抽出された175

の国勢調査区に居住する全ての世帯主8323人 について1986年10月1日 現在で実施された。有効

票は7825(94.0%)に 達 し、現世帯全員 とおよび世帯主の別居中の子 について個別に移動歴に

関する多数の調査項目が設けられている。

その後 も、いくっかの人口移動調査が実施 されているが、1980年 以降は人口移動の総量の比

較的沈静化 した状態が続き1)、が人口動向の激動期の移動状況を中心にとどめた この1986年 調

査のデータは、その資料的な貴重 さを失 っていないと考えられる。また、同データを用いて、

世帯主の 「子」に着目することにより、青年期の移動状況に焦点をあてた研究は、類例 はほと

んどないが、前稿では筆者の分析の手法の限界により予察的考察が中心であった。おもに検討

したのは、世帯主か らの別居時の年齢 と移動理由、別居時の歴年代と移動理由、別居直前の居

住地方と移動理由、別居か ら同居に戻 った 「子」の別居時の同居時の移動理由、同じく別居か

ら同居までの経過年数と最初の別居理由などで、2元 クロスまであった。

本稿では、その後の各調査の成果 との対照 させて、相対的な位置づけも明確化 させっっ、本

データの分析をさらに深めていく。特に前稿で果たせなかった、3元 クロスや、都道府県単位

での分析を試みる。

皿.分 析

まず、世帯主の 「子」が世帯主の住居のもとを最初にはなれて別居を始める時点 は、全員に

っいて発地 ・着地があるため、いわばOD行 列をなしているととらえることができる。全員の

回答を集計するとOD表 ができるが、 ここでは、表1に その一部を加工 したものを示す。さら

に、構成比を計算 して地図化 したものが図1～ 図3に なる。いわば、 この特定の移動 について

の移動圏の考察である。「子」の別居移動を考えれば、大都市圏への集中的な移動が容易に想

起 されるが、大都市圏でも埼玉 ・千葉 ・神奈川の近郊部を中心 とする県 と都心の東京都の方が

全国に広がっていることがわかる。ただ し、東京圏も、近畿については空白圏 となっている。

自府県移動の比率が高いのは、領域的に広い北海道は別にして も東海地方が首都圏と近畿圏に

挟まれて高 くなっているのが目につ く。

表2で は、3元 クロスを導入 して、前稿では解明できなか った、性別の検討 も行 った。男女

別 ・年齢別に移動理由を集計 したが、男に多いのが20歳 代での転勤や転職 といった職業上の理

由、女に多いのが20歳代後半を中心とした結婚 ・養子縁組といった縁談によるもので、個人調

査の結果 として明瞭に把握できた。

以上のように、移動の激動期の主役となった当時の青年層の移動について、前稿よりさらに

堀 り下げて考察することができた。その後の沈静化 した時期の移動 との連続性を考えた分析が

今後必要になろう。
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別居直前居住都道府県別別居直後居住地域と構成比表1

埼玉 ・千 葉

神奈川

同左構成比

%
東京都

同左構成比

%
自府県

同左構成比

%
合計

北 海 道 20 6.6 24 7.9 237 78.5 302

青 森 県 20 9.5 70 33.3 98 46.7 210

岩 手 県 8 10.3 14 17.9 40 51.3 78

宮 城 県 8 7.1 9 8.0 83 73.5 113

秋 田 県 7 9.7 22 30.6 23 31.9 72

山 形 県 18 15.4 31 26.5 52 1/1 117

福 島 県 11 12.1 15 16.5 54 59.3 91

茨 城 県 9 10.8 17 20.5 55 66.3 83

栃 木 県 15 16.9 20 22.5 43 48.3 89

群 馬 県 20 13.9 42 29.2 70 48.6 144

埼 玉 県 10 7.9 17 13.5 86 ・i 126

千 葉 県 15 10.0 28 18.7 93 62.0 150

東 京 都 68 17.2 26 6.6 259 65.6 395

神奈川県 7 2.9 21 8.6 200 i・ 245

新 潟 県 17 13.2 17 13.2 75 58.1 129

富 山 県 3 10.3 7 24.1 10 34.5 29

石 川 県 4 9.8 10 24.4 16 39.0 41

福 井 県 0 o.o 2 3.5 30 52.6 57

山 梨 県 3 11.5 7 26.9 11 42.3 26

長 野 県 5 6.2 15 18.5 50 61.7 81

岐 阜 県 2 1.4 8 5.6 105 72.9 144

静 岡 県 12 5.6 22 10.3 158 74.2 213

愛 知 県 12 4.2 7 2.5 225 79.2 284

三 重 県 1 1.8 1 1.8 40 72.7 55

滋 賀 県 0 o.o 0 0.0 17 56.7 30

京 都 府 5 5.3 1 1.1 55 57.9 95

大 阪 府 7 3.2 6 2.8 160 73.4 218

兵 庫 県 7 3.6 14 7.2 113 57.9 195

奈 良 県 0 0.0 0 o.o 6 50.0 12

和歌山県 1 4.3 0 o.o 13 56.5 23

鳥 取 県 0 0.0 4 9.8 22 53.7 41

島 根 県 1 3.7 1 3.7 3 11.1 27

岡 山 県 0 o.o 2 13.3 8 53.3 15

広 島 県 0 o.o 9 16.1 34 60.7 56

山 口 県 4 4.3 9 9.6 63 67.0 94

徳 島 県 1 5.3 2 10.5 12 63.2 19

香 川 県 2 2.9 6 8.6 22 31.4 70

愛 媛 県 0 o.o 5 8.3 35 58.3 60

高 知 県 0 o.o 2 5.1 24 61.5 39

福 岡 県 7 4.9 8 5.6 102 71.8 142

佐 賀 県 7 14.6 5 10.4 24 50.0 48

長 崎 県 0 o.o 2 3.4 23 39.7 58

熊 本 県 2 1.8 4 3.5 46 40.7 113

大 分 県 5 4.4 7 6.1 36 31.6 114

宮 崎 県 5 4.1 7 5.7 67 54.9 122

鹿児島県 11 8.4 9 6.9 65 49.6 131

沖 縄 県 3 15.0 1 5.0 15 75.0 20

計 363 7.2 556 11.1 3078 61.4 5016

「移動歴調査」の筆者集計による
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図1別 居先が埼玉 ・千葉 ・神奈川県である別居子の比率(%)

「移動歴調査」の筆者集計による
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図2別 居先が東京都である別居子の比率(%)

「移動歴調査」の筆者集計による
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図3別 居先が同一都道府県である別居子の比率(%)
「移動歴調査」の筆者集計による

表2性 別別居時年齢階層別別居理由

男

理 由 進 学 就 職 転 勤 転 職 結婚 ・養子 その他 空 白 計
0-4 1 7 2 12 16 52 90

5-9 6 19 2 1 2 15 1 46

10-14 25 27 3 5 16 3 79

15-19 331 423 7 9 17 21 2 810

20-24 61 212 28 20 154 22 497

25-29 3 64 32 12 359 34 5 509

30-34 1 27 9 14 121 22 1 195

35-39 1 5 4 4 27 17 58

40-44 1 2 4 7 14

45-49 1 1 2 1 6 1 12

50-54 1 1

55-60 1 2 3

女

理 由 進 学 就 職 転 勤 転 職 結婚 ・養子 その他 空 白 計

0-4 1 8 1 18 17 69 114

5-9 6 5 2 14 12 2 41

10-14 21 14 4 1 8 18 2 68

15-19 195 330 1 2 98 30 2 658

20-24 20 69 5 4 941 16 5 1060

25-29 7 18 3 2 621 8 5 664

30-34 5 1 1 78 12 3 100

35-39 2 1 20 6 1 30

40-44 1 1 1 3

45-49 1 1 2

50-54 2 2

55-60

「移動歴調査」の筆者集計による
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注

1)各 年度版の総務庁統計局編 「住民基本台帳人 口移動報告年報」 によれば、国内移動者 総数 は1973年 を

ピークに減少を続 けた後、1980年 代後半以降 はほぼ横這 い状態 にあ る。
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Summary

Thedataofindividuals'movementhistoryinvestigatedin1986approachesthemove-

mentsituationoftheyoung-agedpopulationattimewhenthemovementwasthemost

intenseafterWW2,bypayingattentionto"Child"oftheheadofahousehold.Theimpor-

tanceofthedatahasnotdecreased.Inthisstudy,theanalysisviewpointismadeexquisite

fromformerstudyfurherandtheonewhichapproachesthereality.Asaresult,themove-

mentsituationofeachmovementwhichcombinedvariousattributeswasabletobeunder-

stood.


